
This paper proposed a novel damped outrigger system with tuned viscous mass dampers (TVMDs) for a Japanese tall building where the outrigger span was 

relatively larger than that of a typical tall building in the world. A series of generalized response spectrum analysis and nonlinear response history analysis for a 

typical Japanese tall building with a center core was performed to investigate the seismic response reduction effect. Moreover, the structural detail was designed 

to estimate the cost and cost performance index, and the feasibility of the TVMD damped outrigger system was strictly discussed. 
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1．序

国際 NPO「高層ビル・都市居住協議会」の統計資料 1)に示される

ように，超高層建物の世界的需要が高騰し続けている。形状的に片

持ちの棒と見做せる超高層建物では，せん断より曲げによる水平・

鉛直応答(全体曲げ応答)が卓越するため，地震地域においては，この

全体曲げ応答を活用する応答制御構造 2)~24)が広く提案されている。 

 海外の超高層建物では，簡単に高い付加減衰効果を得られ，建築

計画上の制約も少ないダンパー付アウトリガー構造 3)が普及してい

る。アウトリガー構造とは，剛強な中央コアと建物外周柱(側柱)がア

ウトリガーを介して連結される構造形式であり，ダンパー付アウト

リガー構造 4)~7)とは，このアウトリガーと側柱に生じる全体曲げ応

答の鉛直変位差をダンパーの地震エネルギー吸収に利用する応答制

御構造である。しかし，レンタブル比の都合で中央コア-側柱スパ

ン 16m~20m が好まれる日本の超高層建物では，アウトリガーの曲

げ剛性は同スパン 12m が標準の海外より最大約 20%まで劣化し 9)，

ダンパーの接合部として十分な剛性を確保できないため，同構造は

国内では殆ど普及していない。代わりに RC 造のハットトラスを活

用する曲げ変形制御型制震構造 8)，剛強な大断面ブレース立面を活

用する制振スリット付ブレースチューブ構造 9)~11)，コア部にダンパ

ーを集中配置する従来型の応答制御構造の応用 2)が利用されている。 

これに対して，近年，石井ら 12)の提案する同調粘性マスダンパー

(Tuned Viscous Mass Damper, TVMD)を超高層建物の鉛直方向に配置

する全体曲げ応答制御構造が注目を集め，宇田川ら 13)の制振改修へ

の適用，堀ら 14)・大田ら 15)による応答制御効果の検証が進められて

いる。TVMD とは，見かけの質量効果を利用するダイナミックマス

ダンパー16)の一種であり，粘性ダンパーと慣性接続要素を並列した

粘性マスダンパー(VMD)に柔支持部材が接続され，両者の付加振動

系の同調効果によって卓抜した地震エネルギー吸収性能を発揮する。

実際の TVMD は，回転増幅機構を有する減衰コマの外筒に錘を付加

した部材として斉藤・井上・五十子ら 17)~18)により実用化され，井上・

五十子ら 19)~20)，池永ら 21)~22)により簡易設計法が検討されている。 

一方，エネルギー吸収効果を自己増幅できる TVMD は，曲げ剛性

の確保が難しい日本のダンパー付アウトリガー構造においても抜本

的な解決策になると考えられるが，先行研究は Asai ら 23)~24)や Jia

ら 25)によるアウトリガー剛性を無視した簡易振動系による応答制御

の実演に限られており，その実現可能性は未だ不明な点が多い。特

に TVMD は，従来の粘性ダンパーより高価かつ同調効果による過大

な部材力・変形が生じる性質があり，その実現可能性の評価におい

ては，単純な応答制御効果に留まらない具体的な TVMD 周辺の納ま

りや導入費用ひいては費用対効果の検証が実用上不可欠である。

本研究では，典型的な日本の中央コア型超高層建物を対象に，

TVMD 付アウトリガー構造の実現可能性を検証する。まず 2 章と 3

章では数値解析概要と日本の超高層建物の典型的な動的応答特性を

要約する。次の 4 章では様々な質量比と配置を有する TVMD の応答

制御効果を比較する。最後の 5 章では現実的なケースを対象に具体

的な納まりを設計し，導入費用を試算して実現可能性を評価する。
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2．数値解析概要 

2.1 検討対象の想定建物 

 Fig.1 に想定建物と数値解析モデルの概要を，Table 1 に主要部材

諸元を示す。想定建物は，国内の既存建物を参考に設定した一

辺 51.2m の正方形平面 (中央コア -側柱スパン 16m)を有する軒

高 235m(階高は 1 層 7.2m，基準階 4~5m，アウトリガー階 8~11m)の

超高層建物であり，主要な水平抵抗システムに 3 層アウトリガー構

造が採用され，中央コアは内側をビルド H 形鋼の柱梁部材+鋼板耐

震壁の井桁架構により補剛されている。アウトリガー階はアウトリ

ガー高さ比 α=0.2，0.6，0.9 の位置に設けられている。Fig.1(a)と Table 1

に示すように，側柱とセンターコア外周の柱部材には溶接箱型断面

CFT，大梁にはビルド H 形鋼が採用され，アウトリガートラスには

ビルド H 形鋼が弱軸使いで採用されている。本研究では，Fig.1(b)の

赤枠で示す平面骨組を抽出し，TVMD を用いた応答制御構造の応答

低減効果と実現可能性を比較分析する。ただし，この都合によりア

ウトリガートラスと側柱を切り離した状態を非制御状態と定義する。 

2.2 TVMD を用いた応答制御構造の検討パラメータ 

 検討パラメータは，①TVMD 応答制御構造，②VMD 設置位置，

③制御対象モード，④VMD 質量比 μs，⑤アウトリガー曲げ剛性 kt と

し，それぞれが応答低減効果と実現可能性に与える影響を分析する。 

 ①TVMD 応答制御構造は，(1)宇田川らの制振改修 13)と同じ柱梁骨

組の一部と地上を TVMD で接続すると Core TVMD 構造(Core，

Fig.1(c))，(2)アウトリガートラス端部と地上を TVMD で接続する

TVMD 付アウトリガー構造(SO，Fig.1(d1)(d2))，(3)アウトリガート

ラス端部と隣接する側注を TVMD で接続しアウトリガー階で

TVMD を納める TVMD 付アウトリガー構造(TO，Fig.1(e))を検討対

象とする。なお，従来型のダンパー付アウトリガー構造(LO，Fig.1(f))

として，現状の 3 層アウトリガー構造に線形粘性ダンパーを設置し

た場合も検討する。なお，Core TVMD 構造と SO 型 TVMD 付アウ

トリガー構造の柔支持部材は各階を貫通させている。 

 ②VMD 設置位置は，(1)Core TVMD 構造では軒高(α=1.0)または 3

層目(α=0.9)のアウトリガー階付近に集約設置した場合，(2)SO 型

TVMD 付アウトリガー構造では 2 層目(α=0.6)または 3 層目(α=0.9)の

アウトリガー階に集約設置した場合，(3)TO 型 TVMD 付アウトリガ

ー構造では 2 層目(α=0.6)のアウトリガー階に集約設置した場合

と 1~3 層に分散設置した場合を検討する。 

 ③制御対象モードは，1 次(Core TVMD，SO 型または TO 型 TVMD

付アウトリガー構造)，1 次+2 次(SO 型 TVMD 付アウトリガー構

造)，3 次(TO 型 TVMD 付アウトリガー構造)を検討する。特に 1 次

+2 次モード制御を検討する SO 型 TVMD 付アウトリガー構造

(Fig.1(d2))では，各モード制御に適したアウトリガー高さに関する筆

者らの知見 6)と 3 章の議論に基づき，2 層目(α=0.6)のアウトリガー

階の VMD は 1 次，3 層目(α=0.9)のアウトリガー階の VMD は 2 次

を制御対象モードとする。なお，手元の検討では，この他の高次モ

ード制御も試みたが，4 章にて後述する通り，特筆すべき有効性が

確認されなかったため，本文では掲載を省略している。 

 この他に④VMD 質量比 μsは 8%までを検討する。また，⑤アウト

リガー曲げ剛性 kt は実物(Fig.1(a))通りの場合(kt=80kN/mm)を標準と

し，1 次モード制御の SO 型 TVMD 付アウトリガー構造のみアウト

リガー曲げ剛性が十分に剛な場合(kt=1000kN/mm)も検討する。 

2.3 数値解析モデル 

 柱，大梁，アウトリガートラス，鋼板耐震壁は対応する断面諸元

を設定した弾性梁要素でモデル化する。CFT 柱は鋼管と充填コンク

リートを考慮した等価な断面積と断面二次モーメントを設定する。

大梁はスラブの補剛効果を考慮する。Fig.1(j)に示すように，鋼板耐

震壁は壁エレメント法によりモデル化する。Fig.1(i)に示すように，
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Table 1 Building specifications 

Column (WH)

C2A, C4A C5A C6 G5 G4 G3

41 800×800×32×32 800×800×25×25 600×300×12×19 900×300×16×28 900×300×9×19 1700×300×9×19
~45 ~800×800×40×40 ~800×800×36×36 ~600×300×12×19 ~1400×500×19×40 ~1400×300×9×19 ~1700×350×12×36
31 800×800×40×40 800×800×25×25 600×300×12×19 900×500×16×32 500×300×12×19 1700×300×9×19

~40 ~800×800×50×50 ~800×800×28×28 ~600×300×12×25 ~900×500×16×40 ~900×300×9×19 ~1700×300×9×25
21 800×800×50×50 800×800×28×28 600×300×12×25 900×500×16×40 500×300×12×19 1700×300×9×25

~30 ~800×800×60×60 ~800×800×40×40 ~600×400×12×36 ~900×500×16×40 ~900×300×12×25 ~1700×400×16×36
11 800×800×50×50 800×800×40×40 600×400×12×36 900×500×16×40 500×300×16×25 1700×400×16×36

~20 ~800×800×80×80 ~800×800×50×50 ~600×400×12×36 ~900×500×16×40 ~500×300×16×25 ~1700×400×16×36
1 800×800×50×50 800×800×50×50 600×400×12×36 900×500×16×40 500×300×16×25 1700×400×16×36 12

~10 ~1000×1000×100×100 ~800×800×50×50 ~600×400×16×40 ~1400×500×16×40 ~1400×400×19×32 ~4200×400×16×40 ~19

12

12

12

12

Steel
wall

Girder(WH)Column (CFT)
Floor
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VMD は慣性コマを模擬する慣性接続要素，減衰コマを模擬する線

形粘性要素でモデル化し，柔支持部材はリンク要素でモデル化す

る。5 章で後述するように，この柔支持部材は座屈補剛または初期

張力導入により圧縮と引張どちらも弾性応答を維持するものとする。

軸力制限機構付 TVMD(FRTVMD)を検証する場合(4.4 節)では，この

リンク要素に剛塑性型の復元力特性を与えて軸力制限機構を模擬す

る。従来型のダンパー付アウトリガー構造の線形粘性ダンパーはダ

ッシュポットでモデル化する。また，各層は面内剛床を設定する。 

2.4 TVMD および線形粘性ダンパーの諸元の算定方法 

 本検討の TVMD は，設計実務の現場で行われている方法に従って

諸元を算定する。初めに VMD の等価質量 md，粘性減衰係数 cd，柔

支持部材剛性 kbの初期値を主系の減衰を無視した変位応答倍率最適

調整条件 19)より式(1)~式(5)で決定する。次に主系の減衰の影響を考

慮するためインパルス入力に対する伝達関数を時刻歴応答解析より

求め kb，cd を調整する。具体的には伝達関数が必ず 2 点を通る定点

理論に基づき，まず cd 固定で定点の高さが等価になる kb を探索し，

その後 kb 固定で伝達関数のピークが最小となる cd を探索する。 

 opt / 1 1 4 2s s sβ ω ω μ μ         (1) 

 ,opt 2 3 1 1 4 4d d d sh c m ω μ         (2) 

md = μsMfs/(suI –suJ)2      (3) 

cd = 2hd,opt・md・βopt・ωs     (4) 

kb = md・βopt
2・ωs

2      (5) 

ここに Mfsと ωs は主系の s 次広義質量と固有円振動数，suxI と suxJ は

TVMD を設置する 2 節点の鉛直方向の s 次刺激関数，ωは付加系の

固有円振動数，βopt は最適同調振動数比，hd,opt は最適減衰定数である。 

 ダンパー付アウトリガー構造の線形粘性ダンパーの減衰係数 Cdj

は筆者ら 6)が提案する最適ダンパー剛性比 Rdbj 推定式より決定する 

Rdbj = cdj・ω/kbj = C1×α1
C2×α2

C3×α3
C4×Sbc1

C5×Sbc2
C6×Sbc3

C7+C8  (6) 

ここに j は下から数えたアウトリガー番号，kb はアウトリガー曲げ

剛性と側柱軸剛性によるダンパー接合部剛性，Sbc はコア部-接合部

剛性比，C1~C8 は回帰係数である。詳細は文献 6)に示す。同式より

Cdj は 41.0 kNs/mm (1 層目)，34 kNs/mm (2 層目)，26 kNs/mm (3 層目)

を設定する。これらはリリーフ速度 30mm/s とすると 1240kN (1 層

目)，1030kN (2 層目)，790kN (3 層目)のオイルダンパーに相当する。 

2.5 数値解析手法 

 数値解析手法は一般化応答スペクトル解析 27)~31)(GRSA)と時刻歴

応答解析(RHA)を用いる。比例減衰行列は初期剛性比例型とし，1 次

モードの初期減衰比を 2%とする。 

 GRSA は複素固有値解析と応答スペクトル法の収斂計算を中核と

する数値解析群であり，最大地震応答に対する各モードの寄与の分

析に用いる。最大応答値は非比例減衰系用の修正 CQC 法 31)より算

出し，主要な減衰比0 の応答スペクトル値は外部ファイルから事前

に与え，任意減衰比の応答スペクトル値は，減衰比の近い上記の応

答スペクトル値に応答低減効果係数 Dh
28)を乗じて換算する。 

CQC
1 1

( , ) ( , )cos( )
n n

s r s s r r s r sr
s r

s r
R B B S S      

 

      (7) 

ここに s と r はモード番号，はモード減衰比，は各種モード相関

係数，ωは固有円振動数，S は応答スペクトル値，B=Re(*)/sin，

=tan-1(-Re(*)/Re())，は複素固有値，は複素刺激係数，は

複素固有ベクトル成分，*は複素共役である。 

 RHA は TVMD の調整および最大地震応答の収集に用いる。増分

変位の計算はモード法 32)(TVMD 調整)と Newmark β法(β = 1/4)を用

いる。特に Newmark β法を用いる場合では，座標移動による大変形

と軸力変動による幾何剛性は考慮する。なお，後述する Table 3 に示

すように，今回検討した TVMD 最大軸力は数千 kN オーダーであり，

超高層建物の柱軸力比の変動に与える影響は微小であった。 

2.6 入力地震動と GRSA の精度 

 Fig. 2 に入力地震動の応答スペクトルを示す。同図はダンパー設

置前の固有周期を重ねて示している。本研究では，実務設計の慣習

に従い，PGV を 50cm/s で基準化した観測波 4 種(観測 El Centro，観

測 Taft，観測 Hachinohe，観測 JMA-Kobe)，建設省告示第 1457 号 33)

の第 2 種地盤の設計用スペクトルに適合した告示波 4 種(告示 El 

Centro，告示 Taft，告示 Hachinohe，告示 JMA-Kobe)，長周期・長時

間地震動の例として南海トラフの海溝型巨大地震を想定する人工地

震波 34)(関東圏 KA1)の合計 9 波を入力地震動とする。ただし，観測

波では卓越振動モードが励起されない入力の応答値は小さく，告示

波では最大応答がほぼ変わらないことが結果的に判明したため，本

Fig.3 Comparison of GRSAs vs RHA 

Fig.2 Response spectra of input ground motions 

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2
0

1.6

1.4

1.2

101.00.50.1 5.0

V
el

oc
it

y
(m

/s
)

Natural period (s)
(a) Spectrally matched waves, KA1 (b) Observed waves

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2
0

1.6

1.4

1.2

101.00.50.1 5.0

V
el

oc
it

y
(m

/s
)

Natural period (s)

1st2nd

3rd

4th 1st2nd

3rd

4th

Design
El Centro
Taft
Hachinohe
JMA-Kobe
KA1

R
H

A
 (

M
N

)

GRSA (MN)
(b) Base shear

0 5 10 15 20
0

25

20

15

10

5

25

R
H

A
 (

ra
d.

 %
)

GRSA (rad. %)
(a) Peak story drift ratio

0.0 0.40.2 0.6 0.8 1.0
0.0

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

1.2

+20 %

-20 %

+20 %

-20 %

...TVMD

...LO

(a)1st mode (b)2nd mode (c)3rd mode
Natural Period 6.38 s 1.96 s 1.01 s
Damping ratio 2.00% 6.51% 12.6%

Effective mass ratio 68.5% 16.9% 5.22%

1
u

xJ
 = 0.052

1
u

xJ
 = 0.053

2
u

xJ
 = -0.244

2
u

xI
 = -0.048

2
u

xI
 = -0.078

2
u

xJ
 = 0.139

2
u

xI
 = -0.006

2
u

xJ
 = -0.146

1
u

xJ

= 0.144

1
u

xI
 = 0.067

1
u

xJ
 = 0.107

1
u

xI
 = 0.013

x

y

1
u

xJ
 = 0.163

1
u

xI
 = 0.052

3
u

xJ
 = 0.072

3
u

xI
 = 0.001

3
u

xJ
 = 0.208

3
u

xI
 = 0.027

3
u

xJ

= -0.106

3
u

xI

= 0.005

Fig.4 Mode shapes and modal characteristics (no damper) 
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論文内では，高次モードが励起される観測 JMA-Kobe，告示波の中

で応答が最も大きい場合が多い告示 Hachinohe，1 次モードのみが励

起される KA1 波を代表的な入力地震動として議論の対象とする。 

 Fig. 3 に GRSA と RHA の最大応答値の比較を示す。ベースシアで

やや誤差が大きくなるものの，GRSA は RHA を概ね 20 %以内の誤

差で捉えることを確認している。 

 

3．日本の中央コア型超高層建物の典型的な動的応答特性 

 TVMD を用いた応答制御構造の分析に先立ち，ダンパーを導入す

る前のモデルを用いて日本の中央コア型超高層建物の動的応答特性

を整理し，地震応答低減に効果的な制御対象モードを分析する。 

 Fig.4 に非制御モデルの卓越振動モードのモード形状，固有周期，

有効質量，モード減衰比を示す。同図には TVMD の設計に利用する

鉛直方向刺激関数値 suxI と suxJ も併記している。同図(a)~(c)に示すよ

うに，ダンパーが受ける相対刺激関数値 suxI―suxJ はアウトリガー先

端と地上を接続する SO 型，アウトリガー階で完結する TO 型に依

らず，1 次モードでアウトリガー高さ比 α=0.6，2~3 次モードで α=0.9

の場合が最も大きくなる。この結果は各モード制御に適したダンパ

ー付アウトリガーの高さに関する筆者らの知見 6)と対応しており，

超高層建物の全体曲げ応答制御では，TVMD でも同様の位置に設置

すると効率的であることが分かる。 

 Fig.5 に地震応答の高さ方向分布の代表例を，Table 2 も地震応答

ピーク値のまとめを示す。Fig.2 と Fig.5(a)(b)に示すように，層間変

形角と転倒モーメントは告示波や KA1 波など 1 次モードが励起さ

れるときに応答が大きくなり，250m 級の超高層建物であっても高

次モードの影響は 2 次までに限られ，1 次モード支配型の地震応答

と言える。Fig.5(a2)(b2)に示すように，観測 JMA-Kobe など 1 次モー

ドが励起されない入力では，高次モード応答が支配的となるものの，

全体的に応答値が小さく設計上致命的とはならない。なお，Fig.5(b1) 

(b2)に示すように，高次モードの転倒モーメントは基部に向かって

小さくなる傾向にある。Fig.4(b)と Fig.6 の 2 次モード応答の高さ方

向分布に示すように，これは高次モードの水平加速度に符号が反転

する層が混在することで，各層モーメントの総和として計算される

転倒モーメントが上層から下層に向かって相殺されるためである。 

 Fig.5(c1)(c3)の比較に示すように，層せん断力も 1 次モードが励起

されるときに応答が大きくなる傾向にあるものの，1 次モードだけ

が励起される場合(KA1)より，高次モードも励起される場合(告示波)

の方がベースシアは大きくなり，その約 20%を 2 次モードが占める

など 1~2 次モード支配型の地震応答と言える。Fig.5(c2)に示すよう

に，1 次モードが励起されない場合(観測 JMA-Kobe)のベースシア

は，3 次モード以上の影響も無視できなくなるが，1 次モードが励起

される場合より小さく特に基礎設計において致命的とは言えない。 

 Fig.5(d)に示すように，水平加速度は高次モードが励起されるとき

に応答が大きくなり，高次モード支配型の地震応答と言える。 

Fig.5 Modal contribution in seismic response (no damper) 

Fig.6 2nd mode response (no damper, Observed JMA-Kobe) 
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Table 2 Summary of peak seismic response (no damper) 

Peak SDR
(rad. %)

OTM

(×103 MNm)

Base shear
(MN)

Lateral acc.

(m/s2)
Hachinohe 0.392 0.87 11.4 2.27
JMA-Kobe 0.278 0.42 12.6 4.00
El centro 0.495 1.51 14.9 4.18

Taft 0.614 2.05 16.2 3.38
Hachinohe 1.003 3.23 21.9 2.20
JMA-Kobe 0.731 2.08 21.5 3.16
El centro 0.914 2.83 17.5 2.92

Taft 0.787 2.55 21.9 3.07
0.984 3.06 19.1 1.79KA1
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 Table 2 と以上の議論に示すように，日本の中央コア型超高層建物

では，水平加速度を除いて告示波入力時の地震応答が設計上致命的

となる傾向にあり，層間変形角，転倒モーメント，ベースシアを包

括的に低減するためには，TVMD を用いた応答制御構造においても，

筆者らがダンパー付アウトリガー構造について提唱している知見 6)

と同様に，1 次モードを主な制御対象モードとすることが望ましい

と考えられる。 

 

4．TVMD を用いた応答制御構造の地震応答低減効果 

4.1 1 次モードを制御対象とした場合の地震応答低減効果 

 まず，3 章の結論に基づき，1 次モードを制御対象とする TVMD

を用いた応答制御構造の地震応答低減効果を分析する。Fig.7 に各種

地震応答の高さ方向分布の代表例を，Fig.8 に質量比-地震応答低減

効果関係を，Fig.9 に伝達関数の代表例を示す。Fig.8 の地震応答低

減効果は非制御時に対する制御時の地震応答ピーク値の比，Average

は告示適合 4 波の平均応答，黒一点鎖線は従来型の線形粘性ダンパ

ー付アウトリガー構造(LO)の応答低減効果を示す。また，Fig.9(a)(b)

に示すように，制御対象モードの伝達関数は TVMD の同調効果によ

りピークが複数に別れ，例えば TVMD を一箇所にのみ設置する場合

(Core，SO，TO)では 2 山，三箇所に設置する場合(TO)では 4 山に分

かれ，Fig.7 などに示す 1st，1st’，1st’’…はそれらの山の位置の振動

モードに対応し，実際には全て非制御時の 1 次モードに相当する。
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Fig.7 Modal contribution in seismic response (1st mode control) 

Fig.8 Response reduction ratios (1st mode control) 

— 869 —



 
 

なお，TVMD 配置で多少の差はあるものの，1 次モード制御時の 1

次モード減衰比は，約 4.0~4.5％(質量比 1%)，約 6.0~7.0%(質量比 3%)，

約 7.5~9.5%(質量比 5%)であり専ら質量比依存の傾向が確認された。 

 Fig.7(a)の TO 型 TVMD 付 3 層アウトリガー構造の比較に示すよ

うに，制御対象の 1 次モード成分が支配的な応答(層間変形角，転倒

モーメント，層せん断力)は，同構造により応答が顕著に低減する。

一方，水平応答加速度では，1 次モード成分が卓越する上層

(Fig.5(d1))の応答は低減されるが，高次モードが支配的な下層のピー

ク位置の応答は殆ど低減しない。また，Fig.7(b)の比較に示すように，

制御対象モードの応答が励起されない入力の場合(Fig.5(c2)と Fig.7 

(b2))では，同構造による応答低減効果は殆ど期待できない。なお，

Fig.7(a2)に例示するように，TVMD は慣性質量の同調効果により地

震エネルギー吸収能力を自己増幅する機構であるため，特に TVMD

が接続するアウトリガートラス層の層間変形角が励起される現象も

確認された。層間変形角に対して層せん断力は励起されないことか

ら，層間変形角の励起は，中央コアの大梁や鋼板耐震壁に由来する

アウトリガートラス脚部架構(中央コア)のせん断剛性不足が原因と

考えられる。 

 Fig.7(c)(d)と Fig.8 に示すように，制御対象モード成分が支配的な

地震応答(1 次モードなら層間変形角，転倒モーメント，層せん断力)

では，応答低減効果は質量比に比例して向上し，制御対象モードが

支配的でない地震応答(1 次モードなら水平加速度)では，質量比を増

大させても応答低減効果は殆ど変わらない。ただし，Fig.5(d3)と

Fig.8(d3)に例示するように，この理屈が成立する範囲においては，

水平応答加速度であっても制御対象モード成分のみが励起される特

殊な入力の場合に高い応答低減効果が獲得できる現象が生じる。一

方，Fig.7(e)と Fig.8 に示すように，木田ら 36)の指摘通り TVMD を多

重化した場合(3 層に分散した TO 型 TVMD 付アウトリガー構造)に

応答低減効果が若干向上する傾向が確認されたものの，250m 級の

中央コア型超高層建物に対する TVMD を用いた応答制御構造の地

震応答低減効果は，専ら質量比のみに依存し，VMD 設置位置やアウ

トリガートラスの曲げ剛性の影響は微小であることが分かる。 

 Fig.8 に示すように，TVMD を用いた応答制御構造は，従来型のダ

ンパー付アウトリガー構造より概ね高い応答低減効果を示し，アウ

トリガートラスの曲げ剛性の確保が難しい日本の超高層建物の地震

応答制御に適している一方で，制御対象モードが励起されない入力

に対する地震応答低減効果は，従来型のダンパー付アウトリガー構

造より劣る場合があることも確認された。 

 なお，本節で述べた定性的な傾向は，本研究が対象とする全ての

TVMD を用いた応答制御構造で同様であることを確認している。 

4.2 高次モードを制御対象とした場合の地震応答低減効果 

 次に高次モードを制御対象とする TVMD を用いた応答制御構造

の地震応答低減効果を分析する。ここで Fig.9(c)(d)に示すように，

SO 型 TVMD 付アウトリガー構造の 1 次+2 次モード制御では，2 次

モード制御の応答低減効果を検証するため 2 次モードの質量比のみ

を増やした検証を行う。また，TO 型 TVMD 付アウトリガー構造の 3

次モード制御では，後述するとおり殆ど応答低減効果を確認できな

かったため，質量比は 3%を代表として示す。 

 Fig.10 に 1 次+2 次モード制御時または 3 次モード制御時の各種地

震応答の高さ方向分布の代表例を，Fig.11 に質量比-地震応答低減効

果関係を示す。Fig.11 の横点線は非制御時と 1 次モード制御時(質量

比 1%)の SO 型 TVMD 付アウトリガー構造の応答値を示す。Fig.10(a)
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と Fig.11 に示すように，2 次モードを制御対象とすることで各種地

震応答の 2 次モード成分は低減される傾向にあり，1 次モード制御

時から水平応答加速度は約 10%，ベースシアは約 20%の応答低減効

果となる。また，Fig.9(d)に示すように，3 次モード制御では，実務

で使われる設計手順に従っても，伝達関数のピークが複数に分かれ

るように TVMD を調整したものの，Fig.10(b)と Fig.11 に示すよう

に，一部の例外(Fig.11(b1))を除いて応答加速度とベースシアは殆ど

低減されない結果となった。これらの結果は，TVMD を用いた応答

制御構造の高次モード制御は 2 次が限界であり，採用する場合では

ベースシアの応答低減効果の向上を期待した 1 次+2 次モード制御

が現実的であることを示唆する。 

4.3 TVMD の軸力制限値と地震応答低減効果の劣化 

 続いて Fig.12 に代表的な柔支持部材(Tuned rod)，慣性接続要素

(VMD)，部材全体(TVMD)の軸変形応答時刻歴を示す。前節までに示

すように，TVMD を用いた応答制御構造は制御対象モードの応答が

励起される入力に対して高い応答低減効果が確認される一方，同図

の比較に示すように，その際の VMD および周辺支持部材には同調

効果によりそれぞれ過大な応力および変形が生じるため，実際の計

画では，VMD に軸力制限機構を設けて荷重を解放し，過大な変形を

同機構内に吸収してこれらの部材の応答を抑制する必要がある。こ

の軸力制限値は，ある規格の製品を複数並列使用して調整可能であ

り，軸力制限比 0.5 以上の範囲では線形時と同等の地震応答低減効

果を得られるという知見 19)が得られている。本検討では，一般に流

通するリリーフ荷重 1.2MN の製品を複数使用して軸力制限値を全 9

波入力のピーク最大軸力の約 0.5 倍(他の入力では 0.5 以上 1.0 以下

になる)に設定し，同知見に基づく設計の妥当性を検証する。軸力制

限機構付き同調粘性マスダンパーは FRTVMD と呼ぶ。 

 Fig.13 に実効の軸力制限比(FR-ratio)に対する各種応答の増幅率を，

Table3 に VMD 最大応答のまとめを示す。同表の nd はリリーフ荷

重 1.2MN の FRTVMD の導入台数である。Fig.13 に示すように，殆

どの入力地震動と実効の軸力制限比に対して地震応答低減効果は線

形時と概ね同等であり，軸力制限比を約 0.5 とする設計の妥当性が

確認できる。ただし，KA1 波のように特定モードの成分だけが特に

励起される入力では，線形応答時からピーク層間変形角で約 10%，

ベースシアと基部の転倒モーメントで約 20%特異的に増幅する場合

もあるため，同様な現象を避けることを意図する場合では，TVMD

周辺の部材設計へ影響するものの，より線形に近い軸力制限比が推

奨される。一方，Table 3 の赤枠に示すように，TVMD 一箇所あたり

の質量比を過小に設計すると，同調に必要な柔支持部材の断面積が 小さくなり軸応力が過大となる場合や，小さい質量比に対して十分
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な同調効果を発揮するために VMD 最大軸変形が一般的な許容スト

ローク 300mm を超える場合があり，軸力制限による TVMD の過大

応答の回避は適切な質量比の設計が前提条件となる。 

4.4 TVMD 諸元に基づく効率的な VMD 設置位置 

 さらに Fig.14 に質量比を横軸にとった 1 次モードを制御対象とす

る代表的な TVMD 諸元の比較を示す。同図縦軸の md，cd，kbは TVMD

の等価質量，粘性減衰係数，柔支持部材剛性であり，Arod は各モデル

の柔支持部材の長さから計算される等価な鉄骨部材の断面積である。

Fig.14 の比較と Fig.4 に示すように，Core TVMD 構造よりも SO 型・

TO 型 TVMD 付アウトリガー構造の方(Fig.14(a)(c)(f))が，TVMD 付

アウトリガー構造でもアウトリガー高さ比 α は 0.9 より 0.6 の方

(Fig.14(b))が，アウトリガートラスの曲げ剛性は高い方(Fig.14(b))が，

TVMD 付アウトリガーは分散した方(Fig.14(e))が，TVMD 諸元を低

く抑えることができて経済的であることが分かる。この結果は，地

震応答低減効果の観点(4.1 節)で言えば同応答制御構造の性能は質

量比のみに依存し，TVMD は建築計画上の制約により様々な位置に

設置して良いことになるが，実際には TVMD は地震エネルギーを効

率よく吸収できる位置に設置し，適切な質量比と軸力制限を設定し

て過大な応答にも対処する設計(4.3 節)が現実的であることを示唆

する。特に日本の中央コア型超高層建物に TVMD 付アウトリガー構

造を採用する場合では，従来型のダンパー付アウトリガー構造より

高効率で運用するためのTVMD質量比は3%~5%以上が推奨される。 

 

5．TVMD を用いた応答制御構造の納まり試設計と実現可能性評価 

5.1 対象モデル 

 最後に代表的なモデルの TVMD 周辺を試設計し，新築物件を想定

した導入費用と費用対効果指標 CP 値を試算し，4 章までの知見に

加えて納まりや経済的な観点から TVMD を用いた応答制御構造の

実現可能性を評価する。Table 4 に対象モデルの一覧を示す。本章で

は，4 章までの知見より，(1)1 次モードを制御対象とすること，(2)

地震応答低減効果が同等で費用対効果を明確に比較できること，(3)

それぞれの応答制御構造の中でもより高効率な VMD 配置であるこ

と，(4)TVMD 周辺に過大な応答が生じない質量比であることを基準

に，質量比 3%の Core TVMD 構造(Core-S1M3A0.9)と SO 型または

TO 型の TVMD 付アウトリガー構造(SO-S1M3A0.6K80，TO-S1M3 

A0.6K80)を主要な評価対象とし，さらに質量比 1%の Core TVMD 構

造(Core-S1M1A0.9)と質量比 5%の SO 型 TVMD 付アウトリガー構造

(SO-S1M5A0.6K80)を加えた合計 5 種類で質量比の影響を分析する。

また，従来型との比較を目的に線形粘性ダンパー付単層アウトリガ

ー構造(LO-A0.6K80)と同三層アウトリガー構造(LO-A0.2A0.6A0.9 

K80)の導入費用も試算する。これらのモデルの全 9 波中の地震応答

ピーク値のまとめは次々項の Table 5 に示す通りである。なお，SO

型 TVMD 付アウトリガー構造の VMD 最大変形は一般的なストロー

ク値 300 mm を超過する場合(Table 3)があるが，(2)の比較を目的に

将来より高性能な製品が流通すると仮定してSO-S1M3A0.6K80を試

設計し，より現実的なケースとして SO-S1M5A0.6K80 も採用した。

なお，本検討の TVMD は全て FRTVMD であり，4.3 節と同様に軸力

制限値を全入力のピーク最大軸力の約 0.5 倍(他の入力では 0.5 以

上 1.0 以下になる)に設定している。 

5.2 Core TVMD 構造の TVMD 周辺の納まり試設計 

 Fig.15 に Core TVMD 構造の片側 TVMD 周辺納まり設計案を示す。

同設計案は宇田川ら 13)の実物件を踏襲し，複数並列した VMD (軸力

制限値 1.2MN，慣性質量は質量比に応じて設定)をその合計反力に対

して許容応力度設計したビルド H 形鋼 WH-900×200×19×50 で挟ん

で束ね，必要剛性を満たす 2 本のシームレス鋼管を組み合わせた柔

支持部材(Tuned rod)を接続して TVMD とする。Fig.15 に示す範囲の

TVMD 部は隅肉溶接で中央コアに反力を伝達する。この柔支持部材

は床スラブの貫通孔を介して地上に接続し，同調時の圧縮による座

屈を防止するため，約 7m 間隔で横補剛機構を設ける 13)。 

5.3 SO 型 TVMD 付アウトリガー構造の TVMD 周辺の納まり試設計 

 Fig.16 と Fig.17 に SO 型 TVMD 付アウトリガー構造の片側 TVMD

周辺納まり設計案を示す。同図らは Fig.16(a)に示すアウトリガー階

の平面図の強調部分を拡大して示している。同構造の VMD 部は

Core TVMD 構造の場合と同様であり，アウトリガートラスは床梁と

の間に適切なクリアランスを設け，TVMD 同調時に干渉しないよう

にする。また，Fig.16(b)と Fig.17(a)に示すように，この VMD 部の上

部受け梁は先端で又別れしたアウトリガートラスに溶接する。 

 一方，Table 5 に示すように，同構造では，同調時の柔支持部材に

生じる応力が許容応力度を超えて横補剛機構では不十分な場合があ

り，この対策として(a)VMD 反力に対して弾性を維持する座屈拘束

ブレースを直列で繋いで柔支持部材とする方法(Fig.16(d))，および

(b)VMD 反力相当の初期張力導入した PC 鋼棒を柔支持部材とする

方法が考えられる。また，(b)の初期張力の導入・維持は，(b1)コイ

ルばねを用いる場合(Fig.16(e))，(b2)アウトリガートラスから片持ち

で出した鋼梁の曲げ剛性を用いる場合(Fig.17)の 2 種類の方法を検

討する。木田・宇田川らの定点理論解 35)より，初期張力導入時の質

量比=初期張力導入無しの質量比/{1+(初期張力導入材剛性 kd/柔支持

部材剛性 kb)2}という関係があり，本検討では出来るだけ質量比が想

定から変わらないよう初期張力導入材を設計する。 

(b1)コイルばねを用いる場合(SO-S1M3A0.6K80，Fig.16(e)) 

 初期張力導入材とVMD部が階高に納まることや，初期張力+VMD

Tuned rod VMD

Lateral acc.

(m/s2)

SDR
(rad. %)

OTM

(×103 MNm)

Base shear
(MN)

Stress

(N/mm2)

Max deform
(mm)

Core-S1M1A0.9 2.69(1.3%) 0.71(15.8%) 2.26(13.9%) 18.4(11.2%) 162 197
Core-S1M3A0.9 2.67(2.1%) 0.63(25.5%) 2.06(21.1%) 17.4(15.9%) 74 110

SO-S1M3A0.6K80 2.67(2.2%) 0.62(27.3%) 2.05(21.3%) 17.3(16.0%) 282 342
SO-S1M5A0.6K80 2.66(2.6%) 0.55(34.4%) 1.89(27.3%) 16.6(19.3%) 115 285

TO-S1M3A0.6 2.67(2.1%) 0.61(27.7%) 2.05(21.3%) 17.3(16.0%) 235
LO-A0.2A0.6A0.9K80 2.71(0.7%) 0.67(21.7%) 2.18(16.7%) 17.2(16.6%)

LO-A0.6K80 2.84(0.0%) 0.74(13.4%) 2.42(8.2%) 19.3(6.3%)

Model ID

Peak response (Response reduction ratio)

Outrigger

m d

(ton)
n d

Bracing
method

Area

(mm2)
Section

Length
(m)

k t

(kN/mm)
Core-S1M1A0.9 58,200 8 Stiffener 55,100 4φ267×16 192.7
Core-S1M3A0.9 175,000 12 Stiffener 182,000 4φ400×40 192.7

Stiffener 4BRB(1250kN)
Pre-tension① Coil spring

Pre-tension② Cantilevver
Stiffener 2φ267×28

Pre-tension① Coil spring
Pre-tension② Cantilevver

TO-S1M3A0.6 40,000 6 34.7

418,500SO-S1M3A0.6K80

SO-S1M5A0.6K80 80.0131

VMD

Model ID

Tuned rod

16,900 131 80.0

30,900 4 41,900

Table 4 Target model specifications for the trial TVMD design 

α  = 0.2 α  = 0.6 α  = 0.9 α  = 0.2 α  = 0.6 α  = 0.9
LO-A0.2A0.6A0.9K80 2 × 1.2 MN 2 × 1.0 MN 2 × 0.8 MN 80.0 80.0 80.0

LO-A0.6K80 2 × 1.5 MN 80.0

k t  (kN/mm)Relief force (VD)
Model ID

Table 5 Summary of peak seismic response 
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ストローク 300mm に対応した地震時反力に対して弾性を維持する

ことも考慮し，初期張力導入材剛性は kd=0.2 kb=0.2 ×11.4kN/mm

≒2.5kN/mm を目標に設計した。Fig.16(e)に示すように，初期張力導

入材はコイルばね(材質 SUP10，材料径 80mm，中心径 415mm，外

径 495mm，自由高さ 720mm，許容荷重約 240 kN，1.25kN/mm)を 2

台直列したユニットを片側 8 台並列して構成する。この納まりは設

計可能であるが VMD に対して大型のコイルが多数必要となる。 

(b2)鋼梁の曲げ剛性を用いる場合(SO-S1M3A0.6K80，Fig.17) 

 初期張力+地震時反力に対して許容応力度以下となることや，

VMD ストロークに追従できることも考慮し，初期張力導入材剛性

は kd=0.4 kb≒5.0kN/mm を目標に設計した。Fig.17 に示すように，片

持ちの鋼梁にはビルド H 形鋼 600×550×12×36 を 4 本並列して用い，

スパンが 7m の片持ちとなるようにアウトリガートラスに接合する。
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Fig.17 Trial design detail (SO-S1M3A0.6K80, Pre-tension using cantilever) Fig.18 Trial design detail (TO-S1M3A0.6K80) 

Fig.16 Trial design detail (SO-S1M3A0.6K80 with stiffener bracing or pre-tension using coil springs) 

Fig.15 Trial design detail (Core TVMD, Elevation) 
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Fig.16 と Fig.17 の比較に示すように，この納まり(b2)の方がコイル

ばね(b1)より簡易かつ調整は容易である。 

5.4 TO 型 TVMD 付アウトリガー構造の TVMD 周辺の納まり試設計 

 Fig.18 に TO 型 TVMD 付アウトリガー構造の片側 TVMD 周辺納

まり設計案を示す。同図に示すように，ビルド H 形鋼で束ねた VMD

部は側柱に接して床梁に接続し，アウトリガートラスおよび VMD

部への取り付き部は両者を合わせた剛性が柔支持部材剛性と等価と

なるように許容応力度設計した。この剛性を調整する都合でアウト

リガートラスはスパンを約 12m に変更し，VMD 部への取り付き部

にはビルド Box-500×828×50×32 を 3m 片持支持する納まりとし

た。Fig.17 と Fig.18 の比較に示すように，TO 型 TVMD 付アウトリ

ガー構造は片持ちの鋼梁を初期張力導入材に用いる SO 型 TVMD 付

アウトリガー構造と同等以上に簡潔な納まりとなる。 

5.5 新築物件を想定した導入費用と費用対効果指標 CP 値の試算 

 5.2 節~5.4 節で述べた TVMD を用いた応答制御構造の導入費用と

費用対効果指標 CP 値を試算する。導入費用は新築物件を想定し，

材料費，加工費，デバイス費の総和から算出する。本研究では，情

報提供元の要請に従って詳細は伏せるものの，2024 年の関東地域の

市場相場に基づき，アウトリガートラスや柔支持部材などの鋼材費

(材料費，加工費含む)は 93 万円/ton，柔支持部材の座屈防止に用い

る横補剛機構 13) (材料費，加工費含む )は 155 万円 /ton，VMD

は 1020~1290 万円/ton (慣性質量により価格変動する)，オイルダン

パーは 167 万円/MN，降伏軸力 1250kN の座屈拘束ブレースは 55.8

万円/本として費用算出した。また，費用対効果指標 CP 値 10)は告示

波 4 波の平均応答低減率に対する導入費用として計算し，値が小さ

いほど費用対効果が高いこと (安価に応答低減が可能 )を示す。

Table 6に導入費用と費用対効果指標CP値のまとめを示す。Outrigger 

truss はアウトリガートラス費用，VMD は VMD 費用，Tuned rod は

柔支持部材費用，Stiffener は座屈防止の横補剛材費用，Pre-tension は

初期張力導入材費用，BRB は座屈拘束ブレース費用，Oil damper は

オイルダンパー費用であり，各項目の総和が Total cost の列に，Total 

cost を応答低減率で除した値が CP 値の列にまとめられている。 

 4.1 節で述べたように，地震応答低減効果の観点で言えば TVMD

を用いた応答制御構造の性能は質量比のみに依存し，その配置は任

意に選択して良いことになるが，4.4 節と Table 6 の質量比 3%の結

果に示すように，実際には TVMD を効かせやすい位置に設置した方

が安価であり，経済性や費用対効果の観点でコア部の全体曲げ応答

を利用する Core TVMD が実際に採用される可能性は低く，SO 型ま

たは TO 型 TVMD 付アウトリガー構造の方が実現可能性は高い。最

終設計案の選択は単純な合理性のみで決まるとは限らないものの，

特に TO 型は導入費用が最安かつ費用対効果も高く，アウトリガー

階で地震応答制御システムを完結できるという点も含めて極めて有

望と考えられる。また，5.3 節と Table 6 に示すように，SO 型 TVMD

付アウトリガー構造の周辺納まりが導入費用や費用対効果に与える

影響は軽微であり，同構造が検討される場合では，最も簡潔な鋼梁

の曲げ剛性を初期張力導入材に利用する(b2)の実現可能性が高い。 

 Table 6 の Core TVMD の結果に示すように，導入費用は VMD 質

量比に比例して増大する一方，同表の SO 型 TVMD 付アウトリガー

構造の結果に示すように，費用対効果は向上する場合がある。また，

Table 6 の LO-A0.6K80 に示すように，1 層に集約する従来型のダン

パー付アウトリガー構造の導入費用は全体で最安であるが，費用対

効果は SO 型や TO 型 TVMD 付アウトリガー構造には及ばない。こ

の結果は超高層建物に適用する地震応答制御構造を議論する際は，

構造性能や経済性どちらかの尺度だけでなく，両者を複合した費用

対効果の尺度も判断基準として重要であることを示している。 

 

6．結 

 本研究の範囲で得られた結論は以下の通りである。 

1) TVMD を用いた日本の 250m 級中央コア型超高層建物の地震応答

低減効果は，TVMD を分散設置した場合に若干の改善が見られる

ものの，全体的に専ら質量比依存であり，VMD 設置位置やアウト

リガートラスの曲げ剛性の影響は微小である。TVMD の制御対象

モードが支配的な地震応答は質量比に比例して顕著に低減される

一方，制御対象モードが支配的でない応答や同モードが励起され

ない入力の場合では同構造による応答低減効果は殆ど期待できな

い。特に水平加速度は制御対象モードに依らず応答低減効果を期

待できない。 

2) 日本の中央コア型超高層建物の層間変形角，転倒モーメントは 1

次モード，ベースシアは 1 次と 2 次モード，水平加速度は 1 次~高

次モード支配型の地震応答であり，地震応答の包括的低減という

観点で TVMD は 1 次モード制御が推奨される。一方，高次モード

制御は 2 次が限界であり，採用する場合ではベースシアの応答低

Outrigger
truss

VMD Tuned rod Stiffener Pre-tension BRB
Oil

damper
Lateral acc. SDR OTM Base shear

Core-S1M1A0.9 Stiffener 9,617 7,757 3,854 21,228 15,808 1,340 1,525 1,892
Core-S1M3A0.9 Stiffener 15,527 25,575 3,854 44,956 21,322 1,760 2,129 2,822

Stiffener 11,160 4,074 2,620 8,788 26,642 12,341 976 1,250 1,668
Pre-tension
(coil spring)

11,160 4,074 1,621 3,820 20,674 9,577 758 970 1,295

Pre-tension
(cantilever)

11,160 4,074 1,621 3,587 20,442 9,469 749 959 1,280

Stiffener 11,160 4,808 4,011 2,620 22,600 8,589 657 829 1,172
Pre-tension
(coil spring)

11,160 4,808 4,011 3,820 23,800 9,045 692 873 1,235

Pre-tension
(cantilever)

11,160 4,808 4,011 3,587 23,567 9,432 721 910 1,287

TO-S1M3A0.6 9,114 7,213 16,327 7,638 589 765 1,019
LO-A0.2A0.6A0.9K80 33,480 1,023 34,503 46,386 1,591 2,066 2,078

LO-A0.6K80 11,160 486 11,646 Inf. 871 1,427 1,847

SO-S1M3A0.6K80

Cost performacne index CP (×104 JPY / %)
Model ID

Bracing
method

Total cost

(×104 JPY)

Detailed cost (×104 JPY)

SO-S1M5A0.6K80

Table 6 Summary of cost and cost performance estimation 
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減効果の向上を期待して 1 次+2 次モード制御が現実的である。 

3) TVMD を用いた応答制御構造は，従来型のダンパー付アウトリガ

ー構造より高い応答低減効果を示し，アウトリガートラスの曲げ

剛性の確保が難しい日本の超高層建物の地震応答制御に適してい

る。一方，制御対象モードが励起されない入力に対する地震応答

低減効果は従来型より劣る場合がある。1 層に集約する従来型の

ダンパー付アウトリガー構造の導入費用は最安であるが，費用対

効果は SO 型・TO 型 TVMD 付アウトリガー構造に及ばない。 

4) 地震応答低減効果の観点では TVMD は任意位置に設置して良い

が，実際には地震エネルギーを効率よく吸収できる位置(TVMD 付

アウトリガー構造ではアウトリガー高さ比 0.6 推奨)に設置し，適

切な質量比(3%~5%以上推奨，過小な質量比は同調に必要な柔支持

部材断面に過大軸応力を生じたり，十分な同調効果を得るために

VMD の軸変形がストロークを大幅に超過する)と軸力制限比(0.5

以上推奨)を設定する設計が現実的かつ安価であり費用対効果も

高い。この点でコア部の全体曲げ応答を利用する Core TVMD が

実際に採用される可能性は低く，SO 型と TO 型 TVMD 付アウト

リガー構造の方が実現可能性は高い。TO 型は費用対効果が最も高

く，アウトリガー階で地震応答制御システムを完結できるという

点も含めて極めて有望と考えられる。SO 型は周辺納まりが導入費

用や費用対効果に与える影響は軽微であり，最も簡潔な鋼梁の曲

げ剛性を初期張力導入材に用いる納まりが有望である。 

5) TVMD を用いた応答制御構造の導入費用は，VMD 質量比に比例

して増大する一方，費用対効果が向上する場合もあり，超高層建

物に適用する地震応答制御構造を議論する際は，構造性能や経済

性どちらかの尺度だけでなく，両者を複合した費用対効果の尺度

も判断基準として重要である。 
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